
尼崎市防災リーダー育成事業補助金交付要綱 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、兵庫県が行う「ひょうご防災リーダー講座」及び「地域版ひょうご

防災リーダー講座」の受講に係る経費の一部を補助することにより、地域防災の担い手

の育成を促進し、もって地域防災力の向上を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

 

(補助金の補助対象) 

第２条 この要綱による補助金は、本市に在住か在勤・在学の者で、兵庫県が行う「ひょ

うご防災リーダー講座」及び「地域版ひょうご防災リーダー講座」を受講する者に対し、

必要な経費の一部を予算の範囲において補助するものとする。 

 

(補助対象経費) 

第３条 補助する経費は、前条の講座の受講に要する費用として次に掲げるものとする。 

(1) 講座内において指定される教科書代 

(2) 講座内において実施される日本防災士機構が認定する防災士の資格取得試験を受

験した場合の受験料 

(3) 前号の資格取得試験に合格した場合の日本防災士機構への登録料 

 

(補助金の額) 

第４条 補助金の額は、前条に規定する経費の合計額を上限とする。ただし、補助対象者

に対して交付する補助金の額は、当該年度の予算の範囲内において市長が決定する。 

 

(交付の条件) 

第５条 市長は、補助を行うときは、次の条件を付するものとする。 

(1) 申請者は、市内で行われる防災訓練に積極的に参加するものとする。 

(2) 申請者は、地域の防災活動及び啓発に努めるものとする。 

(3) 申請者は、日本防災士機構が実施する防災士資格取得試験を受講するものとする。 

(4) 申請者は、本市による「ひょうご防災特別推進員」の推薦を受けるものとし、本市

から「ひょうご防災特別推進員」としての派遣要請を受けた場合は、真摯に対応す

るものとする。 

 

(交付申請)  

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、講座開始月末日までに、原則電子申請によ

って交付申請を行わなければならない。ただし、電子申請が容易でない者は、尼崎市防

災リーダー育成事業補助金交付申請書（第１号様式）の提出により交付申請を行うもの



とする。 

 

(交付決定) 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、予算の範囲内において補助金の交付決定をするものとする。 

 

(交付決定の通知) 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、尼崎市防災リーダー

育成事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条の審査の結果、補助金の交付が適当でないと認めるときは、補助金を交

付しない旨を補助金の申請者に通知するものとする。 

 

(実績報告及び口座振替依頼) 

第９条 申請者は、講座の受講修了後 1 か月以内に、原則電子申請によって実績報告及び

口座振替依頼を行わなければならない。ただし、やむを得ない事由があると市長が認め

たときは、この限りでない。また、電子申請が容易でない者は、尼崎市防災リーダー育

成事業補助金実績報告兼口座振替依頼書（第３号様式）の提出により実績報告及び口座

振替依頼を行うものとする。 

 

（補助額の確定）  

第１０条 市長は、前条の実績報告及び口座振替依頼を受けたときは、その内容を審査の

上、交付すべき補助金の額を確定した後、補助金の交付を受けようとする者に尼崎市防

災リーダー育成事業補助金交付確定通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１１条 市長は、前条の通知を行った後、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

(補助金の返還)  

第１２条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の全部又は一部を返還させること

ができるものとする。  

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。  

(2) その他この要綱の規定に違反したとき。 

 

(補則) 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



 

附則 

この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。 

この要綱は、平成３０年４月２７日から施行する。 

この要綱は、令和３年６月２１日から施行する。 

この要綱は、令和４年８月８日から施行する。 

この要綱は、令和５年７月２１日から施行する。 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 


